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本稿は，年々増加している不登校に焦点を当て，常態的・先行的な生徒指導やチーム学校としてのチーム
支援を中心として，効果的な不登校対策について提案するものである。ここ数年間の問題行動の傾向として
は，暴力行為や非行行為といった反社会的な問題よりも，不登校や集団不適応といった非社会的な問題が増
加しているという特徴が挙げられる。特に不登校については，学習不適応，集団不適応，いじめ等要因が様々
ある中で，そこにインターネット依存やゲーム依存が複雑に絡み合ったり，保護者や関係諸機関との連携が
効果的に図られなかったりすることが多い。不登校になった原因そのものが不明確である場合も多々あり，
担任や学校としての対応も非常に難しいのが現状である。常態的・先行的な生徒指導やチーム支援の具体的
方策等を考えることを通して，今後の効果的な不登校対策について明らかにしていきたい。

キーワード：常態的・先行的生徒指導，インターネット・ゲーム依存，レジリエンス，チーム学校

1．生徒指導の基礎
（1） 生徒指導の定義

「生徒指導提要改訂（案）」（文部科学省，2022）
によると，生徒指導とは，「社会の中で自分らしく
生きることができる存在へと児童生徒が，自発的 ・
主体的に成長や発達する過程を支える教育活動のこ
とである。なお，生徒指導上の課題に対応するため
に，必要に応じて指導や援助を行う」とされている。
そして，児童生徒が，深い自己理解に基づき，「何
をしたいのか」，「何をするべきか」，主体的に問題
や課題を発見し，自己の目標を選択，設定して，こ

の目標の達成のため，自発的，自律的，かつ他者の
主体性を尊重しながら，自らの行動を決断し，実行
する力，すなわち，「自己指導能力」を獲得するこ
とが目指されている。

（2） 生徒指導の2軸3類4層構造
①　生徒指導の2軸

課題の有無を起点とした時間軸に着目すると，「常
態的・先行的（プロアクティブ）生徒指導」，「即応
的・継続的（リアクティブ）生徒指導」に分類され
る。
②　生徒指導の3類

対象となる児童生徒の観点から，「発達支持的生
徒指導」，「課題予防的生徒指導」，「困難課題対応的
生徒指導」に分類される。
③　生徒指導の4層

②で示した分類は，図1のように対象と課題性の
高さから，下図のような4層から成る重層的支援構
造を持つ。
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１１．．生生徒徒指指導導のの基基礎礎  

(1) 生徒指導の定義 

「生徒指導提要改訂（案）」（文部科学省，2022）に

よると，生徒指導とは，「社会の中で自分らしく生きる
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継続的（リアクティブ）生徒指導」に分類される。 
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２．不登校が抱える課題 

(1) 不登校の現状と推移 

文部科学省による「児童生徒の問題行動・不登校等生

徒指導上の諸課題に関する調査」の定義によると，不登

校は，「何らかの心理的，情緒的，身体的あるいは社会

的要因・背景により，登校しないあるいはしたくともで

きない状況にあるために年間 30 日以上欠席した者（た

だし，「病気」や「経済的理由」による者を除く）」と

されている。「令和２年度児童生徒の問題行動・不登校

等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」（2021a）によ
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図図11  生生徒徒指指導導のの重重層層的的支支援援構構造造（（文文部部科科学学省省  22002222））よよりり抜抜粋粋  図1　生徒指導の重層的支援構造 
（文部科学省　2022）より抜粋

2．不登校が抱える課題
（1） 不登校の現状と推移

文部科学省による「児童生徒の問題行動・不登校
等生徒指導上の諸課題に関する調査」の定義による
と，不登校は，「何らかの心理的，情緒的，身体的
あるいは社会的要因・背景により，登校しないある
いはしたくともできない状況にあるために年間30
日以上欠席した者（ただし，「病気」や「経済的理由」
による者を除く）」とされている。「令和2年度児童
生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関
する調査結果」（2021a）によると，小・中学校に
おける不登校児童生徒数は196,127人であり，小
学校が63,350人，中学校が132,777人で，前年度
から14,855人（8.2％）増加しており，連続8年増
加，過去最多の人数となっている。

（2） 不登校の要因
不登校の理由については，同調査によると，小・

中学校で最も多いのが「無気力・不安」で46.9％，「生
活リズムの乱れ，あそび，非行」で12.0％，「いじ
めを除く友人関係をめぐる問題」で10.6％と続く。
しかし，「不登校児童生徒の実態把握に関する調査
報告書」（文部科学省，2021b）では，「最初に学
校に行きづらいと感じ始めたきっかけ」（複数回答）
は「先生のこと」（小学生30％，中学生28％），「身
体の不調」（小学生27％，中学生33％），「生活リ
ズムの乱れ」（小学生26％，中学生26％）等と，
前述した調査とは違う結果となっており，不登校の
理由は特定のきっかけに偏らず，そのきっかけは多
岐にわたっていることが分かる。

森田（2011）が，「不登校の原因と思って追究し
ているものは「きっかけ」にすぎず，真の原因は，
児童生徒の心の発達にある」と述べているように，
重要視すべきは，児童生徒の健全な心の発達や人間
関係の構築である。「何となく学校に行きたくない」，

「漠然と不安を抱えている」という言葉には，子ど
もたちからのSOSが隠されている可能性も考えら
れる。子どもたちの心に寄り添い，学校復帰や社会
的自立を第一に考え，今やこれからできることを話
し合いながら今後の取組を決定していくことが重要
になると考えられる。

（3） 新規不登校数と継続数で捉える不登校
生徒指導リーフLeaf.22の「不登校の数を「継続

数」と「新規数」で考える」（国立教育政策研究所，
2018）では，不登校の人数を「継続数（前年度も
不登校であったた児童生徒の数）」と「新規数（前
年度は不登校ではなかった児童生徒数）」とに分け
て考える必要性について示している。これまでの取
組の結果，不登校から復帰している児童生徒がいる
にも関わらず，不登校数が減らない現状がある。つ
まり，今後の不登校を減らす取組の推進には，未然
防止の観点からの取組を進め，この「新規数」の抑
制を図っていく必要があるのである。

3．常態的・先行的な生徒指導としての取組
生徒指導リーフLeaf.2「「絆づくり」と「居場所

づくり」（国立教育政策研究所，2012）によると，「居
場所づくり」とは，教職員が主導して，学校や学級
を全ての児童生徒にとっても落ち着ける場所にする
ことであり，「絆づくり」とは，児童生徒が主体と
なり，日々の授業や行事等で，全員が活躍し，互い
が認められる場や機会があること，そして，教職員
は場と機会を提供する黒子の役割となる必要がある
としている。

（1） 「居場所づくり」における具体的な取組
東京都教育委員会は，「児童・生徒を支援するた

めのガイドブック～不登校への適切な対応に向けて
～」（2018）の中で，年間を通した「居場所づくり」
における配慮事項を，ポイントとなる時期ごとに詳
細に提示している。確認ポイントに「身体・健康面」，

「心理面」，「社会・環境面」を挙げ，学級経営の充
実を図っている。

（2） 「絆づくり」のための具体的な取組
栃木県では，「サイクルで進める組織的な取組」（栃

木県教育委員会，2022）を作成し，集団づくりと
授業づくりの相互の関連を図りながら意図的・計画
的に取組を進めるとともに，実態把握や取組評価を
適切に実施することの必要性について示している。
生徒指導におけるPDCAサイクルは，意識調査に
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基づく点検・見直し等を行うことを考慮すると，長
期休業期間を活用して，年3回（3月～ 8月，8月
～ 12月，12月～ 3月），行うことが望ましいとさ
れている。

（3） 登校しぶりを未然防止する学級づくり
集団づくりに有効な手段として，市川・工藤

（2017）は，「不登校は必ず減らせる 6段階の対応
で取り組む不登校激減法」の中で，人格教育につい
て述べている。人格教育では，正直，責任，誠実，
忍耐等の指導がその主な内容となる。これらをしっ
かり意識させて活動に取り組ませることで，自己有
用感や自信をつけることになり，個人の存在価値が
高められる。自分を認め，友達を認めることができ
れば，集団の絆を深め，何か問題が起こったとして
も，自分たちで解決していこうとする力が強められ
るわけである。

（4） レジリエンスと不登校
心理学におけるレジリエンスとは，Masten, 

Best, ＆ Garmezy（1990）によると，「困難で脅
威的な状況にもかかわらず，うまく適応する過程・
能力・結果」と定義され，「誰もが獲得でき身に付
けられる能力」（Grotberg，2003）とされている。
不登校の多くの児童生徒は基本的に「折れない心」
や「耐久力」等のような耐性が少ないことが予想さ
れる。そこで，レジリエンスを育てることが必要に
なる。川島・征矢野・小松（2017）が示すレジリ
エンスを育てるのに重要なことは，下記の2点であ
る。
①�日常の生活を整えることで，困難な状況に絶えら

れるような心身共に健康な生活を送ること
②�自分の行動の結果を，ポジティブに捉えることが

できるようにすること
また，Werner ＆ Smith（2001）によると，ポ

ジティブな方向に促す教師は，安全，愛情，帰属感，
達成感等生徒の基本的なニーズを満たすことによっ
て，リスクをやわらげ，ポジティブな発達を可能に
する3つの保護因子（思いやりのある関係，前向き
で高い期待，関与と貢献の機会）を提供しているこ
とが指摘されている。こうした日常的な教師の関わ
りや学級経営は，児童生徒のレジリエンスを支える
基盤となる。学校で指導する際には，この有効性を
意識しながら学級経営や授業等を実施し，児童生徒
のレジリエンスを高めていきたいと考える。

（5） �インターネットやゲームが児童生徒にもたらす
影響

「令和3年度青少年のインターネット利用環境実
態調査報告書」（内閣府，2022）によると青少年の
97.7%が「インターネットを利用している」と回
答しており，その機器はスマートフォン，ゲーム機，
テレビ（地上波・BS等は含まない）が主となって
いる。また，インターネットを利用している青少年
の平均利用時間は，前年度と比べ約1時間増加し，
約4時間24分であった。目的ごとの平均利用時間
は「趣味・娯楽」が最も多く，約2時間45分となっ
ている。

インターネットやゲームについて考える上で特に
重要となってくるのは，スマートフォン等の普及で，
ゲーム依存等の問題が深刻化し，各国で社会問題と
なっている。2013年にはアメリカ精神医学会が，
精神疾患の診断・統計マニュアル5版（DSM-5）
において「インターネットゲーム障害」という診断
基準を「今後の研究のための病態」という項目とし
て新たに設けることとなった。また，世界保健機関

（WHO） は 2019 年 5 月 に 国 際 疾 病 分 類 11 版
（ICD11）に「ゲーム障害」をギャンブル依存と同
様の行動嗜癖の疾病として認定している。

岡田（2014）によると，「ゲームに勝ったときの
高揚感や攻略したときの満足感が快の報酬となり，
その感覚をまた味わいたい，報酬を得たいと思い，
ゲームがやめられなくなる。しかし，ゲームによる
快の報酬は，努力や苦労をして得た歓びとは違って
簡単に手に入る報酬であるため，苦労せずに獲得で
きることに慣れ，のめり込んでいく。」とゲーム依
存について危惧している。

また，ゲームをしなくても動画やSNS等の利用
も快の報酬となり，スマホ依存の危険性があるとも
報告している。SNSでの「いいね」や，自分が公
開した動画への嬉しいコメントが快の報酬になり，
それを脳が学習して，さらなる快の報酬を得ようと
何度もチェックすることになる。さらに脳は，動画
やネットサーフィン等で得た有益な情報や刺激を学
習し，何時間でも見てしまう。つまり，スマホ依存
はゲーム依存とインターネット依存の2つの側面を
持っているのである。

竹内・川島（東北大学加齢医学研究所，2018）
によると，小児に向けた3年間の追跡調査の結果か
ら，頻繁なインターネット習慣が小児の広汎な脳領
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域の発達や言語性知能に及ぼす悪影響について報告
されている。最近の海外の研究では，ゲームやイン
ターネット・ゲームのプレイ時間が長いほど，不注
意やADHDの傾向が強まるという結果（Chan ＆ 
Rabinowitz,2006）や，暴力的な内容のゲームに
依存することで，自閉症スペクトラムに似た症状を
見せる傾向があることが報告されている。（Lin, 
Dong, Wang ＆ Du,2014）これらの発達障害は，
遺伝的要因が強いとされてきたが，従来考えられて
いたよりも環境的な要因の関与が大きいことが分
かってきている。

もちろん，インターネットやゲーム全てが悪影響
を及ぼすわけではない。囲碁や将棋のように普段使
わない脳を鍛えることもできるし，ADHDや認知
力改善を目的にゲームを利用した研究が進められて
いるのも事実である。確実に言えることは，インター
ネットやゲームを無計画に，長時間楽しむことが，
脳や認知機能によく作用しないということである。
これらのことから，依存する状態や健康を害する前
に，親がフィルタリングをかける，時間制限をかけ
る等の約束事を作ることが大切になることが分か
る。依存対象への理解と対話を時間をかけて行い，
段階的にその対象から離れる時間を増やしていく必
要がある。外に出て一緒に遊んだり，どこかに出か
けたりと，家族の絆形成を最優先させ，より健康的
なものへ依存させていくことが重要になるのであ
る。

4．即応的・継続的な生徒指導としての取組
（1） 初期における対応

「不登校児童生徒の支援の在り方」（文部科学省，
2019）では，「不登校児童生徒の支援においては，
予兆への対応を含めた初期段階からの組織的・計画
的な支援が必要である」と述べている。「遅刻や早退，
欠席が増える」，「身だしなみに変化が生じる」等の
予兆を見逃さず，傾聴の姿勢を持って話を聞くこと
が重要となる。

（2） チーム学校としての具体的な対応
市川・工藤（2017）は，教職員の補助を得てク

ラスの授業に何とか出られる行動レベル1から，閉
じこもったままでいる行動レベル6までに分けて不
登校・登校しぶりについて捉えている。行動レベル
6は，最も深刻なレベルであり，3年間や5年間閉
じこもっていると，クラス復帰は極めて困難になる。

深刻な行動レベル6に達する前に学校として何とか
手を打つ必要がある。

そこで，「チーム学校」としての対応の仕方につ
いて，以下の6段階対応法を使って示している。

【第1段階　担任の対応】 � 担任が担当
【第2段階　学年主任の対応】 � 学年主任が担当
【第3段階　生徒指導主事の対応】 �生徒指導主任が担当
【第4段階　支援準備会議】 
� 3者ユニットが担当（生徒指導主任，相談員，担任）

【第5段階　支援会議】 
�5者ユニットが担当（生徒指導主任，相談員，担任，保護者，子ども）

【第6段階　相談室での指導援助】 
� 相談員が担当（生徒指導主任と担任が関わる）

学校として組織的な支援体制を組んで対応してい
くことが，効果を発揮する上で非常に大切となる。

（3） 各機関との連携と学校外の諸機関について
学校が専門機関を活用する場合，まず必要なのは，

不登校児童生徒が何に困っているか，どのような関
わりを必要としているかを正確にアセスメントする
力である。本人や保護者に説明と納得の過程（イン
フォームド・コンセント）なしに外部機関を紹介す
ると，不安を与えることにもなりかねない。そして，
外部機関とつながってからも，丸投げに終わるので
はなく，学校と専門機関とが責任を分け持つことが
大切となる。

令和4年9月現在，県内には30か所の適応指導
教室が設置されている。また，市町教育委員会が把
握しているフリースクール等の民間施設は，21か
所ある。そこに通う児童生徒のうち約半数が学校長
の判断により，指導要録上出席扱いとなっている。
不登校特認校や夜間中学については，県内にまだ設
置されていないが，検討が行われ，多様な教育機会
の確保が保証されつつある。

5．考察
効果的な不登校対策として常態的・先行的な生徒

指導やチーム学校としての対応，専門機関との連携
等について述べてきた。生徒指導の基本書でもある
生徒指導提要が12年ぶりに改訂されるということ
もあり，今求められている生徒指導の基本的な部分
や，未然防止という観点で，レジリエンス，インター
ネット・ゲーム依存についても触れて研究を進めて
きた。不登校対策で基本となるのは，不登校になら
ないような環境づくりである。今後，学校に戻って
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からも専門的な見識を深め，多面的な支援ができる
ようにしていきたい。

不登校になった場合は，その期間中にいかに充実
した学びや経験を得られるかが非常に大切になって
くる。学校復帰のみを願うのではなく，社会的自立
に向け，チーム学校による対応や適応指導教室等の
学校外機関との連携を効果的に進めていくことがま
すます重要になってくることを改めて理解すること
ができた。今後も増えていくであろう不登校に対し
て，システム化された指導方策を確立することやア
ンケート等のデータを基に得られた根拠のある指導
をチーム学校として行っていくことは，今後の学校
教育に不可欠なものになるのかもしれない。
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